
  ○大府市保育施設広域利用実施要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第５６条の６第１項の規定に

基づき、他の市町村（特別区を含む。以下「他市等」という。）との広域利用に関する連絡

調整の方法を定め、広域利用を円滑に実施し、児童福祉の増進を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴ 保育施設 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「子育て支援法」と

いう。）第２７条第１項に規定する特定教育・保育施設（子育て支援法第７条第４項に規

定する幼稚園を除く。）及び子育て支援法第２９条第３項第１号に規定する特定地域型保

育事業所をいう。 

 ⑵ 私立保育所 都道府県及び市町村（特別区を含む。）以外の者が設置する子育て支援法

第７条第４項に規定する保育所をいう。 

 ⑶ 保育の委託 市内に住所を有する児童の保育を、他市等の区域内に存する保育施設（以

下「市外施設」という。）において行うことをいう。 

 ⑷ 保育の受託 他市等に住所を有する児童の保育を、本市の区域内に存する保育施設にお

いて行うことをいう。 

 ⑸ 広域利用 保育の委託及び保育の受託をいう。 

 ⑹ 児童 子育て支援法第１９条第１項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する支給認定子ども（子育て支援法第２０条第４項に規定する支給認定子どもをい

う。）をいう。 

 ⑺ 保護者 児童福祉法第６条に規定する保護者をいう。 

 （保育の委託） 

第３条 市長は、市内に住所を有する児童を養育する保護者が市外施設への入所を希望する旨

の申出があった場合において、その内容が適当と認めたときは、当該他市等の長に対し、

必要な書類を添付して広域利用についての協議書（第１号様式）を送付し、協議を行うも

のとする。 

２ 市長は、前項の協議の結果、他市等の区域内に存する私立保育所（以下「市外私立保育

所」という。）に保育の委託をすることが決定した場合は、保育委託契約書（第２号様式）

により当該市外私立保育所と委託契約を締結するものとする。 

 （保育の受託） 

第４条 市長は、他市等の長から保育の受託の協議を受けた場合において、本市の区域内に存

する保育施設の運営状況を考慮し、市内の児童を優先して入所させた後、運営等に支障がな

いと認めたときは、保育の受託をすることができる。 

２ 市長は、前項の規定により保育の受託をする場合は広域利用についての回答書（受託）（第

３号様式）により、保育の受託をしない場合には広域利用についての回答書（不受託）（第

４号様式）により当該他市等の長に通知するものとする。 

 （保育の委託及び受託の基準） 



第５条 複数の児童の入所について同一の他市等へ保育の委託に係る協議をする場合、複数の

他市等から保育の受託に係る協議を受ける場合等、入所児童の調整が必要な場合は、次に掲

げる調整基準によるものとし、優先順位は各号の順位とする。 

 ⑴ 里帰り出産等の場合（里帰り先で家庭保育ができない場合） 

 ⑵ その他市長が必要と認めた場合 

 （保育料） 

第６条 保育の委託をした場合における保育料は、大府市子ども・子育て支援法施行細則（平

成２６年大府市規則第３１号）第１２条に定める額とする。 

２ 市外施設（市外私立保育所を除く。以下この項において同じ。）に保育の委託をした場

合における保育料は、保護者が市外施設の設置者に納付するものとする。 

３ 市外私立保育所に保育の委託をした場合における保育料は、市長が保護者から徴収する

ものとする。 

 （委託料） 

第７条 私立保育所における広域入所に係る委託料の額は、特定教育・保育、特別利用保育、

特別利用教育、特定地域型保育、特別利用地域型保育、特定利用地域型保育及び特例保育に

要する費用の額の算定に関する基準等（平成２７年３月３１日付け内閣府告示第４９号）に

基づき算定した額とする。 

２ 市外私立保育所への保育の委託に係る委託料は、当該市外私立保育所の請求により行うも

のとする。 

３ 市内の私立保育所への保育の受託に係る委託料は、当該私立保育所が請求を行うものとす

る。 

 （委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、関係他市等の長との協議により定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２０年１０月１日から施行する。 

 （準備行為） 

２ 入所手続その他この要綱を施行するために必要な行為は、この要綱の施行前において

も行うことができる。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年７月７日から施行し、同年４月１日から適用する。 

  


